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は じ め に

'

情 報 化 の 進 展 に伴 い,近 年,デ ー タベ ース の 重要 性 が認 識 され は じめ た 。

しか し,我 が国 の デ ー タベ ース ・サ ー ビス は,構 築,流 通,利 用 い ず れ の 面 に お いて も,

海外 先 進 国 に立 遅 れ て い る実 情 に あ る。 これ は,従 来 の 情 報化 が,ツ ール(技 術)先 行 型 で,

肝 心 の デ ー タ ベ ー ス の 整 備 が立 遅 れ た た め で あ る。

今 や,情 報 資 源 の効 率 的 利 用 は,地 域 活性 化 や 中小 企業 振 興 は も と よ り,国 民 生 活 全 般 の

レベ ル ア ップ に不 可 欠 な もの に な って い る。

我 々 は 昨 年,デ ー タベ ー ス整 備 は,官 民 上 げ て取 り組 む べ きナ シ ョナル ・ポ リシ イで あ る

との 観点 か ら,中 間 報 告 と して の提 言 を と りま とめ た。 今 回,同 提 言 を よ り具 体 化 し,我 が

国 の デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビスの発 展 の た め に 以 下 の 提 言 を 行 う こ と に した い。

な お,今 回 の提 言 で は,特 に① 公 的 デ ー タの 公 開 ・流通 の促 進,② 税 制 面 の充 実,③ 地 域

の 活 性化 と 中小 企 業 支 援 体 制 の 拡充 の3点 を最 重点 項 目 と して要 請 した い。

ど
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1.公 的 デ ー タ の 公 開 ・流 通 の 促 進

政 府 機 関 が保 有 す る公 的 デ ー タは,国 民 共 有 の 情 報 資 源 で あ り,行 政 の み な らず 広 く民

間 に お け る利 用 を促 進 すべ き で あ る。

こ の た め に は,公 的 デ ー タが民 間 で 効 果 的 に公 開 ,流 通,活 用 され るた め の ル ール を 明

確 に す る必 要 が あ る。

具 体 的 に は,ナ シ ョナ ル ・セ キ ュ リテ ィ及 び プ ライバ シ ィに関 わ る もの を除 き,受 益 者

負 担 の原 則 に よ り,磁 気 テ ー プ な ど利 用効 率 の よ い形 態 で 民 間 に提 供 す る と共 に,第3者

提 供 を認 め国 産 デ ー タベ ー ス の振 興 を 支 援 す べ きで あ る。

ま た,公 的 デ ー タの提 供 に伴 う官 側 の 予 算 や 人 的 手 当 に つ いて 措 置 す る と共 に,民 間 へ

の 提 供 に際 して は,適 正価 格 が保 た れ市 場 に お け る 自由 な 公 正競 争 が 展 開 され る よ うに す

る こ と が重 要 で あ る。

2.税 制 面 の 充 実

デ ー タベ ース は構 築 時 の 初 期 投 資 及 び その 後 の デ ー タ の更 新 ・追 加 に 莫大 な 費 用 が 掛 か

るた め,デ ー タベ ー ス事 業展 開 の ネ ック に な って い る。

この た め,税 制 面 の 新 措 置 に よ って,新 しい デ ー タベ ー ス の構 築 や デ ー タベ ー ス業 へ の

参 入 意 欲 を 高 め,ひ いて は我 が 国 デ ー タ ベ ー ス産 業 の発 展 を促 進 すべ き で あ ろ う。

具 体 的 に は,デ ー タ ベ ース 更 新 準 備 金 制 度 を創 設 し,デ ー タベ ー ス の 更新 ・追 加 費 用 の

負 担 軽 減 を 図 る と共 に,デ ー タ ベ ー ス設 備 の減 税 に よ る構 築初 期 投 資 の軽 減 を 行 う必 要

が あ る。
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3.官 民 役割 分 担 の 明確 化

'

デ ー タベ ー スの 発 展 の た め に は,競 争 原 理 の 導 入 と公 正 競 争 の確 立 に よ る民 業 振 興 を原

則 と すべ きで あ る。 た だ し,イ ンフ ラの整 備 につ い て は,国 の イ ニ シ ャテ ィ ブ と公 的 資 金

の導 入 が必 要 で あ る。

イ ン フ ラと して は,① 学 術 情 報 お よび科 学 技 術 情 報 な ど民 間 で リス キ イな 分 野 の 基 盤 デ

ー タ整 備 の促 進 ,② 標 準 化 に よ る デ ー タベ ー ス の利 便 性 等 の 追 究,③ 情 報大 学 校 な ど教 育

の 場 にお け る人 材 養 成 機 能 の 充 実 を重 視す べ きで あ る。

4.地 域の活性化 と中小企業支援体制の拡充

地域 の活性化 と中小企 業振興 は,デ ータベー スの効 果的利 用 を視点 に一 体 の政策 と して

推進 すべ きであ る。 このため には,地 方 自治 体の保有 デー タを は じめとす る地域 固有情報

のデータベース化 を推進 し,地 元 企業 の肩入れによ る情報拠 点を形成 し,地 元 中小 企業 が

利用 しやす い情報提供 体制 を確立 すべ きであ る。

また,中 小企業情 報化を よ り推進す るために,中 小企業地 域情報 セ ンターの データベー

ス ・ネ ッ トワークお よびこれ と関連 した府県 ・中小企業 関連 団体 の情報提供機 能を拡充 強

化 すべ きである。

さらに,地 域活性 化 には人材 の養成 も不可欠であ り,情 報大学校 な どにおけ る人材養成

機能 の活用 を促進 すべ きで あ ろ う。
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5.国 際 情 報 流 通 の促 進

我 が国 の国際通信料金 は,諸 外国 と比較す ればかな り割高 な場合 もあ り,国 際情報 流通

の阻害要因の ひとっ とな って いる。

従 って,国 際通信料金 の格差 を是正 す ると共 に,新 規事業 者の参入 によ る競争 原理 を導

入 し,我 が国 に国際情報 が集中す るよ うな仕組 みを形成す べ きで あ る。

ま た,発 展途上国に対 して は,国 際 協力 の立場 か ら,デ ー タベース構築及び人材養成等

に関 し積極的 な協力,支 援 をすべ きで あ ろう。

、

▼

6.産 業 別 デ ー タ ベ ー ス の 整 備

鉄 鋼 な ど一 部 業 界 を除 き,産 業 別 デ ー タベ ー ス の整 備 は遅 れ て い る と こ ろか ら,指 針 作

成 な ど行 政 支 援 によ って,各 業 界 の 整 備 機 運 を早 急 に醸 成 す べ きで あ る。

ま た,ネ ッ トワ ー ク化 に よ る相 互 利 用 に よ って,よ り効 率 的 な情 報 利 用 を促 進 す るべ き

で あ る。
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我 が国デ ータベース整備促進のための提言項 目

分 野 項 目

1公 的 デ ー タの公 開 ・流 通 の促 進 。公 的デ ータの民間利用の ための公開促進(国 民の税 金で得 た成果 を国民へ還元)

。第3者 提供を認め国産 データベースの振興 を支援

・受益者 負担の原則 によ り,磁 気 テープなど利 用効率の よい形態 での民間提供

。官公 庁側 の予算/人 的手 当などの措置

。公 的デ ータ提供の際 の適正価格,健 全競争 の推進

2税 制面の充実 oデ ー タベ ー ス更 新 準 備 金 制 度 の 創 設

。 デ ータ ベ ー ス用 設 備 の 税額 控 除 ・特 別 償 却 制 度 の創 設

3官 民役割分担の明確 化 。官 に よ る イ ンフ ラ整 備,民 業 振 興 の視 点 か らの 役 割 分 担 の 明確 化

。官 に よ る基 盤 デ ー タ整 備 の促 進(学 術 情 報 及 び科 学 技 術 情 報 等 は官 庁 間 の 調 整 を)

。国 民 の コ ンセ ンサ ス に よ る公 的 機 関 の あ り方

o競 争 原 理 の 導 入 と公 正競 争 の確 立

。標 準 化 な ど に よ る デ ー タベ ー ス の使 い やす さの 追 究(表 記 法,コ ー ド,検 索 方 式 な ど)

。情 報 大 学 校 にお け る産 業 界 の ニ ー ズ を吸 収 した教 育 方 法 ,教 材 等 の開 発 と普 及

4地 域の活性化 と

中小企業支援体制の拡充

。地 方 自治体の保有 デー タを始 めとす る地域固有 情報の データベース化推進

。地 元中小企業が利 用 しやすい情報提供体制 の確立 およ び地域情報拠点の ネ ッ トワーク化

の 推進

。中小 企業地域情報 セ ンター等 におけ る中小企 業の情報化促進 支援体制の充実

。地域 活性化 のために地方 の人材 の養成(情 報 大学校 におけ る人材養成機能 の利 用)

5国 際情報 流通 の促進 。国 際通信料金 の適 正化によ る日本 の国際情報基地化

。国 際通信分野へ の新 規事業者 の参 入気運を高め,独 占状 況を排除 し,競 争 を促進

・日米欧 の相互市場 開放 と公 正競争 の確保(米 国 巨大 デー タベ ースによ る支配を念頭 に)

・発 展途上国 におけ るデ ータベ ース構築への協力,支 援

6産 業 別 デ ー タベ ー スの 整 備 。産 業 別 デ ー タベ ー ス 整 備機 運 の 醸 成

・産 業 間 に お け る相 互 利 用 に よ る効 率 化(産 業 別 デ ー タ ベ ー ス 間 の ネ ッ トワ ー ク)



1.公 的 デ ー タ の 公 開 ・流 通 の 促 進

〔現 状 ζ課題 〕

我 が 国 政府 機 関 が 作成,保 有 して い る公 的 デ ー タは,世 界 的 に も高 い 水 準 に あ り,国 民

共 有 の 財 産 と して,民 間 に お け る利 活 用 が 期 待 され て い る。

しか し,こ れ ら公 的 デ ー タ は冊 子 体 で は 提供 され て い る もの の,磁 気 テ ープ な ど利 便 性

の 高 い形 態 で は ほ とん ど流 通 して い な い実 情 に あ る。 ちな み に,現 在,各 省 庁 が 保 有 す る

磁 気 デ ー タ1785の 内,民 間 に提 供 され て い るの は,デ ー タベ ー ス台 帳総 覧(59年 度)

に よれ ば,わ ず か38に 過 ぎな い。 ま た,提 供 され て い て も,テ ー プ1本300万 円 な ど

料 金 が非 常 に高 い もの もあ る。 さ らに,第3者 提供 が 認 め られ て い な か った り,厳 しい 制

限 が 付 与 され て い る もの も多 い(別 表 参 照)。

この た め,民 間企 業 に と って は,冊 子 体 か らの 入 力 コス トが膨 大 に な って お り,公 的 デ

ー タの機 械 可 読 形 態 で の提 供 を 望 む 声 が 非 常 に高 い(別 表 参 照) 。

逆 に,省 庁 等 の提 供 側 に お い て も,磁 気 テ ー プ の公 開 ・提 供 に 係 わ る 制 度,予 算,人

的 リソ ース な どの仕 組 み が 確 立 して い な い た め,現 実 問題 と して 提 供 しに くい状 況 に あ る。

一 方
,米 国 にお い て は,国 家 機 密 や プ ライ バ シ ィに 抵触 しな い 限 り,国 民 の税 金 で得 た

成 果 を国 民 に 還 元 す る とい う哲 学 の もとで,政 府保有 データが 積 極 的 に公 開 ・提 供 され て い

る。

しか も,磁 気 メ デ ィア に よ って,民 間,学 会,行 政機 関 を 問 わ ず,一 律 料金 で 安 く提 供

され て い る。 この 結 果,米 国 の デ ー タ ベ ース ・サ ー ビス は,産 業 と して の 基 盤 を 確 立 し,

世 界 市 場 に進 出す る に至 って い る。

、

〔公 的 デ ー タ公 開 ・流 通 の た め の ル ール を 明確 に 〕

公 的 デー タを効 果 的 に活 用 す る こ と は,情 報 化 時 代 にお け る産 業,社 会,国 民 生 活 の 情

報 ニ ー ズに対 応す る と共 に,我 が 国 の デ ー タ ベ ー ス産 業 を振 興 し,ひ いて は国 際 的情 報 流

通 に お け る我 が 国 の 地位 を 強化 す る こ と に な る。

この ため に は,公 的 デ ー タが 民 間 で 効 果 的 に 利 用 され る た め の 具 体 的 ル ー ル を 明確 にす

る必 要 が あ る。

レ
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'

第1に,ナ シ ョナ ル ・セ キ ュ リテ ィ及 び プ ライ バ シ ィ に係 わ る もの を 除 き,原 則 と して

提 供 す べ きで あ る。

第2に,利 用 に際 して は,受 益 者 負 担 の 原 則 に よ るべ きで あ る。

第3に,磁 気 テ ー プ な ど利 便 性 の高 い形 態 で 提 供 され るべ き で あ る。

第4に,第3者 提 供 を認 め,国 産 デ ー タベ ー スの 振 興 を 支援 すべ きで あ る。

第5に,官 側 の 予 算 措 置 お よ び人 的手 当 等 につ いて も措 置 す べ きで あ る。

第6に,民 間 へ の 提 供 に 際 して は,適 正 価 格 が 保 た れ市 場 に お け る 自由 な公 正 競 争 が展

開 され る よ うに す る こ とが重 要 で あ る。

以 上 に っ き,昭 和62年 度 内 に 原 則 を確 認,確 立 し,公 的 デ ー タが効 率 的 に 公 開 ・流 通

す る仕 組 み を作 成 し,我 が 国 デ ー タベ ース の振 興 を 緊急 に 促 進 す べ きで あ る。

な お,公 開 ・提 供 す べ き公 的 デ ー タに つ い て は,既 に 情 義 連 デ ー タベ ース 対 策 委 員 会 に

提 示 され た もの が あ るが,こ れ を もとに 民間 の総 意 に よ る リス トア ップ を 緊 急 に行 い,同

対 策 委 員 会 よ り各 省 庁 に通 知 し,各 省 庁 に お い て は,提 示 さ れ た リス トに 基 づ き,早 急 に

公 開,提 供 の 体 制 を 整 え る よ う努 力 す べ きで あ る。

な お,各 省 庁 は,夫 々 の進 捗 状 況 報 告 を委 員 会 に行 う もの とす る。

各省 庁の提供可能磁気 ファイル数

提供先 地方公共団体
他 省 庁 民 間 等 備 考

提供区分 特 殊 法 人

151 142 131 全 フ ァイ ル数

無条件提供可
(8.5) (8.0) (7.3) 統 計 デ ー タ:472

業 務 デ ー タ:1,121

403 386 211

条件付提供可
(22.6) (21.6) (11.8)

試 験 研 究:141

デ ー タ

計
554 528 342 共 通 管 理 業:51

務 デ ー タ

(31.1) (29.6) (19.1) 計:1,785

囲()内 数 字 は,全 フ ァ イル 数(1,785)に 対 す る割 合(%)で あ る。

〔出所;総 務 庁 「各 省 庁 磁 気 デ 一 夕 フ ァ イル一 覧 」(1984年11月)〕
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現在 利用可能 な政府保有 データベ ース

提 供 機 関 名 デ ー タ ベ ー ス 名 提供方法 データ作成官庁

工業統計表 MT 通産省
鉱工業関連各種指数 MT 〃

産業連関表(地 域表) MT 〃

醐通商産業調査会
産業連関表(延 長表)

商業統計表(昭 和54年,57年)

MT

MT :
工 業 統 計 メ ッ シュ デ ー タ(昭 和52,55年) MT 国土庁
商 業 統 計 メ ッ シュ デ ー タ(昭 和54,57年) MT 国土庁
産業連関表(全 国数) MT 総務庁他11省 庁

日本 意 匠 フ ァイ ル MTOL 通産省

側}日本 特 許 情 報 セ ンター
日本 実 用 新 案 フ ァイ ル

日本 商 標 フ ァイ ル

MTOL

MTOL :
日本 特 許 フ ァイ ル MTOL 〃

事 業 所 統 計調 査 地 域 メ ッ シュ統 計(昭 和50,53,56年) MT 総務庁
肋 日本統計協会 家計調査 ・消費者物価指数 ・労働力調査 MT 〃

国 勢 調 査 地 域 メ ッ シ ュ統 計(昭 和45,50,55年) MT 〃

世界農林業センサス農業集落別一覧表(1980年) MT 農林省
世界農林業センサス農業集落カー ド(1980年) MT 〃

世界農林業センサス新旧市区町村別結果表(1980年) MT 〃

世界農林業センサス新旧市区町村別一覧表(1980年) MT 〃

働膿 林統計協会 世界農林業センサス全国 ・都道府県別結果表(1980年) MT 〃

世界農林業センサス全国 ・都道府県別一覧表(1980年) MT 〃

食料需給表 MT 〃

農業調査結果表 MT 〃

農 業 セ ンサ ス メ ッ シ ュ デ ー タ MT 国土庁

翻厚生統計協会
医療施設調査調査票ファイル

人口動態調査調査票ファイル

MT

MT

厚生省
〃

地域 気象 観 測(AMeDAS)デ ー タサ ー ビス MT 気象庁
地域 気象 観 測(AMeDAS}実 況 デ ー タ サ ー ビス OL 〃

地上,海 上気 象 実 況 デ ー タサ ー ビス OL 〃

地上 観 測 日表 デ ー タサ ー ビス MT 〃

地震,津 波情 報 サ ー ビス OL 〃

働旧本気象協会
海上 観 測 気 象 デ ー タサ ー ビス

各種 気 象 実 況 デ ー タサ ー ビス

MT

OL :
気 象衛 星(ひ まわ り)デ ー タサ ー ビス MT 〃

気 象衛 星(NOAA-7)デ ー タサ ー ビス MT 〃

気象情報サービス OL 〃

航空気象実況データサービス OL 〃

高層 気 象 実 況 デ ー タ サ ー ビス OL 〃

注1)

2)

3)

〔 出 所

MT27

0L738

MT&OL4

上 記 デ ー タベ ー ス は,い ず れ も一 般 に 入手 可 能 な もの で あ る。

提 供 方 法 に つ いて,MTは 磁 気 テ ー プ等 に よ る提 供,OLは オ ンラ イ ンサ ー ビス に よ る提供 を 示 す 。

上 記 は,昭 和59年9月 末 現 在 の もの で あ る。

通 商 産 業 省 昭 和59年 度 デ ー タベ ー ス 台 帳 〕
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政 府 に 対 す る 要 望 事 項

法 人

1

政 策 面 の 問 題 点 回答比 率(%)

・税制上 の優遇措置等の助成,支 援 30

・著 作 権 の 明 確 化 、 25

・政 府 保 有 デ ータ のMTに よ る公 開,流 通 20

・政 府 機 関 に よ る商 用 デ ー タベ ー ス の 積 極 的 活 用 5

・デ ー タ ベ ー ス の利 用 に 関す るユ ー ザ 教 育 5

・各 種標準化 の推進 5

・回線料金 の値下 げ 5

・デ ー タ の信 頼 性 確 保 5

計100

注)回 答 社 数:12社

〔出 所;「 わ が国 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス の 現 状 と課 題 」JIPDEC〕

個 人

(%)

個人 の プ ライバ シー保護制度 の確 立 47.1

検索方法の標準化 と規格作り 45.5

政府 が持 つ情 報のデ ータベ ース化 と民 間への提供 44.0

関連 技術の共 同開発 の推進 17.2

優遇 税制や融 資による民間企業 の援助 16.5

著作権の保護強化 11.6

援助 策 などは特 に必要 ない 6.3

その他 0.6

注)ア ン ケ ー ト発 送 数 は1,007,回 収 率 は82.9%

〔出 所;日 経 ハ イ テ ク 情 報'86.11.17〕
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2.税 制 面 の 充 実

〔現 状 と課 題 〕

デ ー タベ ー ス は 構 築 時 に お け る初 期 投 資 が 莫 大 で あ り,投 資 回 収 期 間 も長 期 に わ た り,

か つ 陳腐 化 も早 く,常 に デ ー タの 更 新 ・追 加 が 必 要 で あ る ことか ら,そ の 資 金 負担 の大 き

さ故 に参 入 を俊 巡 して い る事 業 者 が 多 い。 具 体 的 に は コ ン ピ ュー タ関 連 の 設 備 費 は も とよ

り,デ ー タの収 集,加 工,入 力,メ ンテ ナ ンス な ど に調 査 費,資 料 費,プ ロ グ ラ ム開 発 費,

人件 費 な ど多 大 な経 費 が か か る。

デ ー タベ ー ス業 界 の 問 題 意 識 をみ る と,構 築 に 関 して は コス トの 負 担 を 訴 え る声 が大 半

を 占 め 、政 策 ・制 度 に つ い て は,「 税 制 上 の 優 遇 措 置 な どの 助 成 ・支 援 」 を 望 む 声 が大 き

い(別 表 参 照)。

と ころ が,ま だ デ ー タ ベ ー ス関 連 の 直接 的 税 制 は 何 もな いの が 現 状 で あ る。

〔デ ー タベ ー ス更 新 準 備 金 及 び デ ー タベ ース用 設 備 の 税 額 控 除 ・特 別償 却 制 度 の 創 設 を 〕

デ ー タベ ー ス 関 連 の 優 遇 税 制 措 置 と して 、 まず データベ ース更新 準備金制度 を昭和62年 度

税 制 と して創 設 す べ きで あ る。 デ ー タベ ー ス は,デ ー タの 最 新 性 に意 味 が あ り,常 に 更新

を必 要 とす る こ とか らデ ー タの 更 新 ・追 加 を 行 うた め に将 来 生 ず る費 用 にっ い て,現 在 の

デ ー タ ベ ー ス売 上 げ の 中 か ら一 定 割 合 い を 準 備 金 と して 積 立 て,そ の 積 立 額 を損 金 算 入 す

る こ と を認 め れ ば,デ ー タ ベ ー ス業 界 に と っ て初 期 経 費 の 軽 減 に つ なが り,大 き な 恩典 と

な る。

そ の際 の準 備金 と して は,現 状 の デ ー タ ベ ー ス の 売 上 げ と更 新 費 用 の 平 均 的 割 合 い か ら

判 断 して,40%程 度 が適 当で あ る と考 え られ る。 こ の更 新 準 備 金 の取 崩 しは,積 立 後4

年 間 据 置,そ の 後4年 間 に均 等 額 を益 金 に算 入 す る な ど の手 法 を と るべ きで あ ろ う。

ま た,一 般 に 産 業 上 ・社会 上 の 政 策 的 見地 か ら当 面 緊要 と され る もの に つ い て は特 別 償

却 を 認 め,事 業 設 備 等 に対 す る誘 因 的 助 成 的効 果 を与 え て い る。 従 って,デ ー タ ベ ー ス用

設 備 の 税 額 控 除 ま た は 特 別 償却 な どハ ー ド面 に 関 す る税制 も,デ ー タベ ース 関 連 機 器 と特

定 で き る もの が 多 くな って きた 現 在,検 討 が必 要 で あ る。

欧 米 諸 国 に お い て は デ ー タ ベ ー ス事 業 の 揺 監 期 に は 政 府 に よ る手 厚 い助 成 が な され て い

た。 我 が国 に お い て も,こ う した デ ー タベ ー ス構 築 促 進 税 制 の 創 設 が,国 産 デ ー タ ベ ース

整 備 を促 進 し,健 全 な 情 報 化 機 運 を盛 り立 て る こ と に つ な が るで あ ろ う。

,
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`

デ ー タベ ース ・サ ー ビス を行 って い る上 で の 問 題 意 識 一構 築 面 一

問 題 点

デ ータの収集,入 力 な ど構築 作業 に莫大 なコス トと時間がかか る

構築 に関 して国の助成 がない

初期 投資が大 き く回収困難
コ

(見 返 り保 証 が な い,ビ ジネ ス と して の リス ク大)ス

ト構 築 後 の メ ンテの コ ス ト
,労 力 が 負担

翻 訳 作 業 の コス ト大(海 外 流 通 が 困 難)

ハ ー ドウ ェ アの コス ト大

キ ー ワ ー ド符 号,イ ン デ クサ ー等 の専 門 家 が 少 な く人 材 養 成 が急 務

DBMSな ど効 率 的 な ソ フ トウ ェ アが 不 足

そ の 他

回答件数

7

C
U

5

う
0

1

1

4

Q
U

4

比 率

36.8%

31.6

26.3

15.8

5.3

5.3

21.1

15.8

21.1

注)回 答 社数:19社 回 答 件 数:34件

〔出 所;「 わ が国 デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビスの 現 状 と課 題 」JIPDEC1985年3月 〕

デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス を行 って い る上 で の 問 題 意 識 一政 策 ・制 度 面 一

政 策 面 の 問 題 点 回答件数 比 率

税制 上の優遇措置等 の助成,支 援 6 30.0%

著作権の明確化 5 25.0

政府 保 有 デ ー タの 公 開,流 通 4 20.0

政 府 機 関 に よ る商 用 デ ー タ ベ ー ス の積 極 的 活 用 1 5.0

デ ー タベ ース の 利 用 に関 す る ユ ー ザ教 育 1 5.0

各種標準化の推進 1 5.0

その他 2 10.0

注)回 答 社 数=12社 回答 件数:20件

〔出所;「 わ が 国 デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス の 現状 と課 題 」JIPDEC1985年3月 〕
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3.官 民 役割 分 担 の 明確 化

〔現 状 と課 題 〕

デ ー タベ ー スの 整 備,流 通 に は,多 大 の リソ ース を 結 集 す る必 要 が あ り,官 民 の役 割 分

担 に よ って,よ り一 層 の 効 率 化 が期 待 され て い る。 しか し,我 が 国 に お いて は,従 来,官

民 役 割 分担 と い う考 え方 が必 ず しも明 確 で は なか っ た。

一 方 で
,デ ー タベ ー ス に 対 す るユ ーザ ー の ニ ー ズ は 多 様 化 の 一 途 を辿 って お り,官 民 夫

々 で は 対 応 しきれ な くな って い る。

現 在,ユ ー ザ ー及 び 産 業 界 に は,① 学 術 情報 な ど基 盤 と な るべ き デ ー タベ ー スの 整 備 が

遅 れ て い る。 ② 標 準 化 の 欠 如 の た め デ ー タベ ース の 構 築,流 通,利 用 に お い て効 率 が 悪 い,

③ デ ー タ ベ ー ス分 野 の 人 材 が不 足 して い る等 々の 不 満 や 問題 意 識 が 多 い 。

基 盤 デ ー タ の うち,学 術 情 報 に つ い て は,現 在,学 術 情 報 セ ンタ ーが 学 位 論 文,研 究 論

文,研 究過 程 で発 生 す る多 様 な 数 値 デ ー タ な ど全 学 術 分 野 の デ ー タ ベ ー ス を整 備 ・提 供 し

よ う と して い る。 これ らは 当 初 か らコ マ ー シ ャル ベ ース に は乗 りに く く,当 然 公 的 機 関 が

手 掛 け るべ き基盤 デ ー タベ ー スで あ ろ う。 ま た,同 セ ンタ ーの場 合,民 間 の情 報 サ ー ビス

を 通 じて大学 外 の 利 用 者 に も提 供 す る方 針 で あ り,民 業 振 興 も加 味 した 公 的機 関 の あ り方

を 示 す ひ とつ の 指 標 と な ろ う。

標 準 化 につ いて は,JISな ど一 部 デ ー タ ベ ー ス関 連 の 標 準 が あ る もの の,ま だ,不 十

分 と の声 もあ る(別 図 表 参 照)。

ま た,教 育 に っ い て は,我 が 国 で も産 業 界 の ニ ー ズ を 吸 収 した教 育 方 法,教 材 開 発 等 を

行 い,広 く人 材 を養 成 す べ き と い う要 請 が 出 て い る(別 表 参 照)。

海 外 の 状 況 を み る と,例 え ば米 国 で は,政 府 に よ る基 盤 デ ー タ の 整 備 が 行 わ れ,そ の

成 果 が技 術 移 転 の 方 針 に よ って 民 間 に 転 用 され,競 争 原 理 の もとに今 日のよ うなデー タベ ー

スの 隆盛 をみ た。 ま た 、 大 学等 に お いて,イ ン フ ォメ ー シ ョ ン ・ス ペ シ ャ リス トの 養 成 に

も力 が 入 れ られ て い る。 欧 州 で も,政 府 主 導 の方 針 の 強 い西 ドイ ツや フ ラ ンス に比 較 し,

民 間 活 力 を生 か して い る イ ギ リス に お い て,デ ー タベ ー ス が市 場,産 業両 面 で育 って い る。

こ う した 状 況 か ら,民 業 振 興 を 視点 と した官 民 の 役 割 あ るい は 公 的 機 関 の あ り方 等 を 明

確 に し,我 が 国 デ ー タ ベ ース産 業 の 振 興 を促 進 す る こ とが 期 待 さ れ て い る。
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〔民 業 振 興 を 原 則 に,官 は イ ン フ ラ整 備 を 〕

イ ンフ ラ整 備 と して は,① 基 盤 デ ー タの 整 備,② 標 準 化 の促 進,③ 教育 に よ る人 材 養 成

が 緊 急 の 課 題 で あ ろ う。

基 盤 デ ー タ と して は,学 術 情 報 や 科 学 技 術 情 報 を は じめ,民 間 で リス キ イな 分 野 の 整 備

が 促 進 され るべ き で あ る。

標 準 化 に関 して は,デ ー タ表 記 法,コ ー ド,デ ー タ ・フ ォ ーマ ッ ト等 の標 準 化 によ りデ

ー タ ベ ー ス構 築 面 の効 率化 を 推 進 す べ きで あ る。 ま た,検 索 方 式等 の 標準 化 に よ る流 通 面

の促 進 と共 に,最 終 的 に は検 索 用 端 末 の 標準 化 な どユ ー ザ ー の使 い 易 さを追 求 し,デ ー タ

ベ ース の 普 及 を 図 る べ きで あ る。

教 育 に つ い て は,情 報大 学校 な どに お い て産 業 界 の ニ ーズ を吸 収 した教 育 方 法,教 材 等

を開 発 し,こ れ を 全 国 に普 及 す る こ とに よ って広 く人 材 を 養 成 し,中 央 の み な らず 地 域 の

情 報 化 等 に役 立 て るべ き で あ る。

な お,官 民役 割 分 担 に お い て は,民 業 振 興 を基 本 的 視点 とす べ きで あ り,市 場 ニ ー ズの

成 熟 に応 じて,民 間 活 力 が生 か され るべ きで あ る。 即 ち,競 争 原 理 と公 正 競 争 の原 則 に よ

って,多 様 化 す るユ ー ザ ー需 要 に対 応 す べ きで あ り,海 外 情 報 の 輸 入 販 売 は民 間 に 任 せ る

な ど公 的 機 関 の あ り方 に つ い て も,同 原 則 が 適 用 され るべ きで あ ろ う。

基 盤 デ ー タ に つ い て は,昭 和62年 度 以 降 も引 続 き予 算 を 拡 充 し,十 分 な整 備 を 図 る必

要 が あ る。

標 準 化 に つ い て は,構 築 ・流 通 ・利 用 の 広 い観 点 か ら,早 急 に コ ンセ ンサ スづ く りを 行

うべ きで あ る。

ま た,教 育 に つ い て は,情 報 大 学 校 の 実 現 に よ り,産 業 界 の ニ ー ズ を 吸 収 し た 教 育 方

法,教 材 等 を緊 急 に 作 成 すべ きで あ る。

な お,公 的 機 関 の あ り方 にっ いて は,整 備 ・提供 す べ き デ ー タベ ース の範 囲,提 供 の 方

針 と民 間 サ ー ビス の 活 用,輸 入 販 売 の 是 非 等 を 含 め,緊 喫 に検 討 す べ きで あ る。

一13一



制 度,施 策 に関 す る ユ ー ザか らの意 見

税制上の優遇措置等の助成,支 援

検索方法の統一,シ ソーラスの標準化
インターオペラビリティの確保

著作権の明確化

公共的データベースの拡充

料金体系の明確化,適 正化

回線利用の自由化,料 金値下げ

クリア リングセンタなどDB利 用に関

する公的機関の設置

データベースの整理 ・統合

利用手続 き等の簡素化

ダウンローディング等規制の緩和

官公庁,大 学等の持つデータの公開

ネットワーク網の全国的拡大

データの信頼性確保

セキュリティの確保

データベースの国際流通

データベース構築のための推進体制の
整備

そ の 他

5% 10% 15% 20%
llll

14社(14.7)

日・…・…・1(m

12社 (12.6)

10社 (10.5)

9社 (9.5)

(8、4)

(7。4)

(7.4)

8社

7社

7社

6社 (6.3)

5社

5社

3社 (3.2)

(3,2)

(3.2)

(5.3)

(5.3)

(5.3)

3社

3社

2社

2社

(2.1)

(2.1}

5社

'

〔出所;「 わが 国 デ ータベ ー ス ・サ ー ビスの 現 状 と課 題 」JIPDEC〕

レ
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,、

デ ー タ ベ ー スの 構 成 ・構 築 に関 連 す る規 格,基 準

国 際 規 格,基 準 国 内 規 格,基 準

データ項 目の識別方 法 UNIMARC11 SISTO4-1983

UNISIST-RM(1981)
CCF JAPAN/MARC

デ ー タ の コ ー ド 図書 IS2108-1978

記述方法 逐次刊行物 IS3297-1975

国名 IS3166-1974

日付 JISC6262-1977

都道府県 JISC6260-1973

市区町村 JISC6261-1973

大学 JISC6302-1983

書誌記述 文献 UNISIST-RM(1981) SIST10-1986

DP690 SISTO2-1984

ISBD(G)(1977)

ISBD(M)(1978)

ISBD(S)(1977)

(AACRH(1978) 日本 目録 規則(1977)

レ ポ ー ト COSATIrule

特許 IS3388-1977

略 記 法 雑誌名 SISTO5-1985

表 記 法 機関名 SISTO6-1985

翻 字 法 キ リル 文 字 DIS9

ア ラブ文 字 DIS233

中国語 IS7098

ギ リシ ャ文 字 DIS843

日本語 DIS3602

索 引 法 DIS5963

シソ ー ラス 開 発 単 一 言 語 DIS2788

多言語 DIS5964

分類法 一般 UDC(国 際十進分類法) 日本十進分類法

産業分類 JISC6265-1980

商品分類 JISC6267-1977

抄録作成 SISTO1-1984

〔出 所 「デー タ ベ ー ス技 術 の 標 準 化 体 系 調 査 」

協 会 〕

日本電子工業振興 協会,日 本規格
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科学技術 データの標準 化要素一 覧

内 容 の 表 現 デ ー タ 入 力 デ ー タ 交 換 デ ー タ ベ ー ス 利 用

④数値の表示 ◎化学構造の入力 ⑧ デ ー タ項 目 に対 す る ④ オ ン ラ イ ン端 末

コ ー ド(例:密 度 , (図 形を含む)

温度等)

④標準単位及び単位換 ◎ 図形 データの入 力 ④ レ コ ー ド フ ォ ー マ ッ 数値 の検 索 ・利

算率 (例:ス ペ ク ト ル, ト(外 形 式)(交 換 用

相図等) 用の物理形式) ⑧検索用の定点

④ デ ー タの コ ー ド表 現 ④ レ コ ー ド フ ォ ー マ ッ ⑱ 範囲 を持 った

(例:元 素 ・記 号, ト(内 形 式) 検索

物性名等)

⑧ テ キ ス トデ ー タの 表 ⑧空間の補間法

現(例:化 合物名等) ⑧標準的な単位系

への変換

④デー タ取得 の環境

(例:温 度,圧 力, ◎ 検 索 コ マ ン ド

出典等)

⑧ データの信頼性 の表 ⑧ プ ロ トコル
一

不 (図 形を含む)

⑧標準値の設定

⑧ 式形式 データの表現

⑧ 図 ・構 造 デ ー タ の表

現

8

囲 各 要 素 の 先 頭 に付 した アル フ ァベ ッ トは標 準 化 の 要 望 の 高 い もの か らA ,B,Cと した。

〔出所;「 デ ー タ ベ ー ス技 術 の 標準 化 体 系 調 査 」 ,日 本 電 子工 業 振興 協 会,日 本 規 格 協 会〕

夢
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ー

ー
ベ

ー

デ タ ベ ー ス 作 成 ・ 流 通 と 諸 施 策

情 報 作 成 ・提 供 者

デ ー タ収 集,加 工,入 力

デ ー タベ ース作 成 シス テ ム

オ ン ラ イ ン テ ィ ス ト リ ヒ ュ タ

団

.
亘

デ ー タベ ース 流 通,再 加工

オ ン ラ イ ンデ ー タベ ー ス シス テ ム

Cメ ー カ

Bメ ー カ

利 用 者

付
与

データ

表記法の

標準化

タ

入

力

流

通

用

媒

体

作

成
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鍵1=ス ・・
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装置

〉
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フ レキ シブル
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園

磁
気

テ
ー
プ
制
御
符
号
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変
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外
部
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号
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変
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Aメ ー カ

デ ー タ

ベ ー ス

情

報

検

索

方

式

↑

内
部
符

号
↓

外
部
符
号
変
換

り
靴

藪
ヒ

麺
剰

灘
ヂ
礪

眠
式
鰐

通

信

手

順

|

VAN

通 信

手 順

変 換

等

標準検索

方式確立

標準

通信

手順

検索端末

↑

一ー □

－

VAN機 能

整 備

口 ・イ・タオペ・ビリテ・

〔出 所;NTTデ ー タ通 信 事 業 本 部 〕

亘
↑

標準検索端末の実現

検索操作の普及,啓 蒙

口 ・基本デー・整備 口 ネ ッ トワ ー ク化 促 進 策



UNESCOに よ る情 報 専 門職 養 成 の カ リキ ュ ラム ・ガ イ ドライ ン

人 間 の コ ミュニ ケ ー シ ョン 基 礎 コ ー ス

(1)理 論面 情 報伝 達 過程 ・図 書 館 ・情 報 学 の

特 性

〔2)実 務面

ユ ー ザ ・ス タ デ ィ

(1)利 用 者 行 動 と利 用 者 ニ ー ズ:一 般 的 環 境

② 利 用 者 行動 と利 用 者 ニ ー ズ:専 門 研究,特

定 環境

{3)利 用者 調査 の手 法 定 量 的 コ ー ス

情 報 源(ド キ ュ メ ンタ リー,視 聴覚,コ ン ピ

ュ ー タ ・ベ ース)

(1)一 般 的 な調 査

② リフ ァ レ ンス,書 誌 情報 源

(3)科 学 技 術,社 会 科 学,人 文 科 学(情 報 源 の

専 門 研 究)

実 習'マ ニ ュ アル 探 索,コ ン ピュ ー タ ・デ ー

タ ベ ー ス に よ る探 索

情 報/デ ー タの 蓄 積 と検 索

ほ)目 録,分 類,索 引 と理 論

(2}コ ン ピュ ー タ利 用法

③ シス テム 設 計:比 較 研 究 及 び評 価

実 習 日額,分 類 作 業,フ ァセ ッ ト分 類 の 作

成,シ ソー ラス作成,抄 録 作 業,基 礎

コ ン ピュ ー タ ・プ ロ グ ラム

組 織

川 経 営 原 理 と技 術

② シス テ ム 環境 の 目標

(3}各 種 図 書 館(国 立,大 学,公 共,専 門,学

校)と 情報 セ ン ター

(4}シ ス テ ム操 作

〔5}複 製

(6)機 械 化,オ ー トメ ー シ ョン

(7}定 量 的 手 法

特 定 研究 ・学 位 論 文

研究 手 法

選 択

U}図 書 館 ・情 報 業 務 の歴 史 的 研 究

② 国 際 的 ・比 較 図 書 館 学

(3)歴 史 的書 誌

(4)印 刷 及 び 図 書

(5}出 版 業 及 び書 籍 業

⑥ 文 書 管 理 と記 録 物 管 理

(7)古 文 書 学

⑧ 図 書 館 教 育

{9)コ ン ピュ ー タ ・プ ロ グ ラ ミ ング上級

`

〔出所;「 デ ー タベ ー ス 白書 」 デ ー タベ ー ス 振 興 セ ンタ ー 〕

'
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4.地 域 の 活 性 化 と中 小 企 業 支 援 体 制 の 拡 充

〔現 状 と 課 題 〕

情 報 化 の 進 展,と りわ け デ ー タベ ー スの 構 築,利 用 は首 都 圏 集 中 度 が 高 く,地 域 及 び

地 域 の 中 小 企 業 にお い て,ま だ 十 分 利 用 され て い るに 至 って い な い。

(1)企 業 経 営 にお け る情 報 の 重 要 性 が 高 ま る中 で,中 小 企 業 は,大 企 業 に比 し,情 報 収 集

力 に お いて 格 差 が 見 られ る。 この 様 な中 小 企 業 に対 して 、 そ の 情 報 収 集 力 を 補 完 す るた

め,中 小 企 業 地 域 情 報 セ ン タ ー を 中 心 と した 効 果 的 な情 報 提 供 体 制 を整 備 す る こ とが

重 要 な課 題 と な って い る(別 表 参 照)。

ま た,コ ン ピ ュ ー タ化 に っ いて も,中 小 企 業 は人 材 面,資 金 面 等 の 問題 か ら立 遅 れ て

い るの が 現 状 で あ るか ら、 これ を促 進 す る ため の 支 援 策 が必 要 で あ る。

② さ らに 全国 各 地 で デ ー タ ベ ー ス に関 す る研 究 会 の発 足,展 示 会,講 演 会 な ど の普 及 啓

蒙 事 業 が急 増 して い る の も事 実 で あ る。 情 報 化 を柱 とす る各 種 の 地域 振 興 策 も各 地 で 具

体 化 し始 め て い る。

しか し,ハ ー ド中 心 に な りやす く,デ ー タの 内面 か らの ア プ ロ ー チ は十 分 と は いえ な

い。 人材 の不 足 も深 刻 な問 題 で あ る。 さ らに,遠 距 離 通 信 料 金 の 割 高 感 も情 報 ネ ッ トワ

ー ク確 立 の た め の 課 題 とい え る。 地域 の 情報 化 機 運 の 芽 生 え を ど う盛 り上 げ,各 地 域 に

則 した 形 で育 成 させ て い くか,正 念 場 に さ しか か って い る と もい え るで あ ろ う。

〔地 方 自 治体 の保 有 デ ー タ を始 め とす る地 域 固 有 情 報 の デ ー タベ ー ス 化 推 進 を 〕

地 域 に お け る高 度 情 報化 推 進 の た め に,よ り一 層 の 地 域 固 有 情 報 の デ ー タ ベ ー ス 化 推 進

と情 報 拠 点 整 備 が 必 要 で あ る。 この 場 合,地 域 の 情 報 化,ハ イ テ ク化 促 進 に,い か に地 域

を 直接 参 加 させ,啓 蒙 して い くか,と い う施 策 を産 学 官 一 体 とな って 確 立 す る必 要 が あ ろ

う。

地 域 の 欲 して い る デ ー タベ ー スは 必 ず し も中央 で 活 用 され て い る もの と一 致 しな い。

中央 省 庁 の デ ー タ公 開 と同 様 に,地 方 自治 体 の保 有 デ ー タ の公 開 を 進 め,地 域 に 則 した 地

域 情 報 の デ ー タ ベ ー ス 構 築 を 推 進 す る こ とが,地 域 と地 域 産 業 の 活 性 化 に つ な が る。 この

た め に は,地 元 企 業 の 主 導 に よ る地 域 情 報 拠 点 の 形 成 と,多 面 的 ネ ッ トワー ク化 を 推 進 す

べ き で あ ろ う。

多面 的 ネ ッ トワ ー ク と は、 従 来 の 地 域 情 報 の 中 央 集 中 型 及 び 中 央 情 報 の地 方 分 散 型 か ら

脱 却 し,地 方,中 央 全 て が ノ ー ドとな り各 ノ ー ドが 全 て に リ ンク さ れ る構 成 とな る概 念 で
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あ る。 中 央 直 結 型 の ネ ッ トワー ク と違 い,情 報 が必 要 か必 要 で な いか の 判 断 材 料 は 地 域 側

に持 た せ,地 域 の 独 立 性 と 情 報 化 促 進 へ の 手 段 とす る。 た だ,地 域 の 情 報 量 は それ ほ ど

多量 と は いえ ず,利 用 効 率 が低 い面 もあ る の で,中 央 や 他 地 域 デ ー タ ベ ー ス の ク リア リ ン

グ機 能 や パ ソ コ ンネ ッ トワ ー ク等 に よ る ゲ ー トウ ェ イ機 能 な ど を付 加 し,情 報化 の 促 進 に

寄 与 させ る シ ス テ ム を構 築 す る こ とが 必 要 とな ろ う。
'

〔中 小 企 業 地 域 情 報 セ ン タ ー等 に お け る 中 小企 業 の 情 報 化 促 進 支 援 体 制 の 充 実 を 図 れ 〕

現 在,地 域 の 中小 企 業 情 報 化 の 中 核 的 機 関 の役 割 を 果 して い る中 小 企 業 地 域 情 報 セ ンタ

ー は ,中 小 企 業 事 業 団 の 中 央 デ ー タベ ー スSMIRS(経 営 情 報,技 術 情 報 等)を オ ン ライ

ン検 索 で き,ホ ス トコ ン ピ ュ ー タを 設 置 し,そ こ に地 域 固 有 デ ー タ ベ ー ス(人 材 情 報,企

業 情 報 等)を 蓄 積 して い る。

従 って,そ の機 能 を さ らに 充 実 させ,中 小 企 業 に対 す る情 報 提 供 体 制 を 強 化 す る た め,

中央 及 び地 域 の デ ー タベ ー スの 蓄 積 量 を 増 加 す る と共 に,セ ンタ ー の 増 設,セ ンタ ー へ の

ホ ス トコ ン ピ ュー タ,端 末 機 の 設 置 を推 進 す べ きで あ る。 ま た 、民 間 等 の 外 部 デ ー タベ ー

ス も活 発 に 利 用 すべ き で あ る。

さ らに は,中 小 企業 の コ ン ピュ ー タ 化 に 対 す る支 援 機 能 に つ い て も,一 層 の拡 充 ・強 化

を 図 って い くべ きで あ るが,そ の た め に は、 セ ン ター の 財 政 的 基 盤 の 確 立 を図 る こ とが 必

要 で あ る。 ま た,中 小 企 業 大 学 校,府 県 に お け る情 報 化 の た め の 人 材 養 成 を 強化 ・拡 充 し

て い くこ とが必 要 で あ る。

〔地 域の人材 養成が不可欠 〕

地 域での情報化推進の ためには,デ ー タベ ース構築のた めの技術 的支 援、遠距離通信料

金 の適IE化 などの課題 もあ るが,と りわけ地域での人材育成 が不可 欠 といえ よ う。現在,

情 報大学校構想 が検討 されて いるが,同 校 で は設 立当初か ら,地 方の各種情報処理教育機

関の 優秀 な指導者 の養成 を図 ることが要請 され る。

6
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地 域 情 報 セ ンタ ー 一 覧 表

`

1
(財)青 森県中小企業振興公社

中小企業情報 セ ンター
15 (財)山 梨 県産 業情報セ ンター 29

(財)徳 島県中小企業振興公社
中 小企 業情報セ ンター

2
(財)岩 手県中小企業振興公社

情 報 相 談 室
16

(財)長 野県中小企業振興公社
長野県中小企業情報センター

30
(財)香 川県中小企業振興公社

経 済研究 情報セ ンター

3
(財)宮 城 県企 業振 興 協 会

宮城県中小企業情報センター
17

(財)岐 阜 県 シ ン ク タ ン ク

中 小 企 業 情 報 セ ン タ ー
31 (財)愛 媛県中小企業情報センター

4
(財)秋 田県中小企業振興公社

中小企業 情報セ ンター
18

(財)静 岡県中小企業振興公社
静岡県中小企業情報センター

32 (社)福 岡県中小企業情報センター

5 (社)山 形 県商工情 報 セ ンター 19
(財)愛 知県中小企業振興公社

愛知県産業情報セ ンター
33

(財)佐 賀 経 済 調 査 協 会
佐賀県中小企業情報センター

6
(財)福 島県中小企業振興公社

中小企 業情報セ ンター
20

(財)佐 賀 総 合 研 究 所
佐賀県中小企業情報センター

34
(財)長 崎県中小企業振興公社

中小企業情 報セ ンター

7
(財)茨 城県中小企業振興公社

中小企 業情報セ ンター
21 (財)京 都 産 業 情 報 セ ン タ ー 35

(財)熊 本県中小企業振興公社

熊本県中1」企 業情報センター

8
(財)栃 木県中小企業情報センター

栃木県中小企業情報センター
22 (財)大 阪中小企業情報センター 36

(社)大 分県地域経済情報センター
大分県中小企業情報センター

9
(財)群 馬県中小企業振興公社

群馬県中小企業情報センター
23

(財)兵 庫県中小企業振興公社

兵庫県産業情報センター
37 (財)宮 崎県産業技術情報センター

10
(財)埼 玉県中ノ」企業振興センター

埼玉県中小企業情報センター
24

(財)奈 良県中小企業振興公社
中 小企 業情報 セ ンター

38
(財)鹿 児島県中小企業振興公社

中小企業 情報セ ンター

11
(財)千 葉県中小企業振興公社

千葉県中11企業情報センター
25

(財)和 歌山県中小企業振興公社
和歌山県中小企業情報センター

39
(財)沖 縄県中小企業振興公社

中小企業 情報セ ンター

12 (財)富 山県産 業情報 セ ンター 26 (財)岡山県中小企業研修情報センター 40
(社)北 海道商工指導セ ンター

北海道地域産業情報センター

13
(財)石 川県中小企業振興協会

中小企業情報 セ ンタ ー
27

(財)広 島 県産 業 振 興公 社
広島県中り企 業情報セ汐一

41
(財)三 重 県中小企業振興公社

三重県中ノ1、企業情報センター

14 (財)福 井県中小企業情報セ ンター 28
(財)山 口県産業技術開発機構

山口県商工情報セ ンター

財団法人37か 所 社団法人4か 所 計41か 所

各国の通信料金遠近格差比較

日 本 ア メ リ カ イ ギ リ ス 西 ドイ ツ フ ラ ン ス

A:市 内 10円 13.4円 127円 17.2円 184円

※

B:長 距 離 400円 279円 152円 239円 277円

A:B 1:40 1:21 1:12 1:15 1:15

※何 れ も3分 間,た だ し,ア メ リカ は 最 長 距 離 他 は320km相 当

〔出 所;コ ン ピ ュ ー ト ピ ア1986年12月 号 〕
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5.国 際 情 報 流 通 の促 進

〔現 状 と課題 〕

社会 経 済 の情 報 化 ・国 際 化 に伴 い,国 際 間 の 情 報 流 通 の促 進が 望 ま れ て い る とこ ろ であ

る。

電 気 通信 技 術 の 発展 と相侯 って,国 際通 信 サ ー ビス は高 度 化 ・多様 化 さ れ つ つ あ るが,

国 際 通 信 料金 は これ ま で数 次 に わ た り 引下 げが 行 わ れ た もの の,諸 外 国 と 比 較 す れ ば,

か な り割 高 な場 合 もあ る(別 表 参 照)。 民 間 と して も それ ぞ れの 立 場 で情 報 の 国 際 流 通 に

努 力 して い る が,国 際 通 信 料金 の 格 差 が 円滑 な 情 報流 通 の 阻害 要 因 の一 つ に な って い る。

国 内 通 信 に お いて 競 争 体 制 が 実 現 さ れ た が,国 際 通 信 分野 に お いて も,米 国 の非 イ ンテ

ル サ ッ ト系 シス テ ムの 設 置許 可 にみ られ る如 く 自 由化 の 方 向 にあ る。

一 方
,国 際 協 調 の 観 点 か らみ る と,米 国,欧 州 か らの 相互 市 場 開放 の 要 請 は 強 い。 現 在,

国 内 で流 通 して い るデ ー タ ベ ー スの 約8割 は 外 国 製 で あ り,逆 に海 外 へ 提供 す る情 報 は極

めて 少 な い。 外国語への翻訳入力 に膨大 な コス トが 掛 か る こ と もネ ック に な って い る。 また,

後 掲 の 「欧米 調 査 団 の報 告 」 にみ る よ うに,情 報 の国 際 流 通 の ア ンバ ラ ンス が,米 国 巨 大

デ ー タ ベ ー スの 支 配 を招 きかね な い 危機 感 が 出て い る。

同時 に,中 国,東 南 ア ジア,豪 州 な どか ら情 報 化 へ の協 力 要 請 が 相 次 ぎ,国 際協 調 の 立

場 か ら,効 果 的 な対 応 が必 要な 情 勢 で あ る。

'

〔国際通信料金の格差の是正が急務 〕

日本 にお いて は国際通信 は事実 上KDDの 独 占下 にあり,国 際間の情報 流通 の促 進の た

めには,我 が国 において も新規事業 者の早期参 入 によ る競争 原理の導入 などを通 じて国際

通信料金 の格差 の是正 に努 める必 要が あろ う。

こうして国際通信 分野 における独 占状況 を排 除する と共 に,国 際通信 を円滑化 させ るこ

とによ り,各 種情報が 日本 に集 中す るよ うな国 際情報化基地への成長 を 目指 す ことが望ま

れ る。
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、

〔日米 欧 の相 互 市 場 開 放 と公 正 競 争 の 確保,途 上 国へ の協 力 を 推 進 〕

国 際 協 調 の 視 点 か ら,情 報 の"輸 入"偏 重 を改 め,海 外 提 供 を増 加 させ る よ う努 め るべ

きで あ る。 その た め に は,国 際 的 に も評 価 され る国 産 デ ー タ ベ ー ス の構 築 ・充 実 が 肝 要 で

あ る。 中 で も欧 米 か らの 要 請 が 強 い学 術 情 報,科 学技術 分野の基盤 的デー タベー スを充 実 させ,

官 民 役 割 分 担 に従 い 海 外 提供 にあ た って は民 間 活 力 を大 い に利 用 しな け れ ば な らな い。

一 方 で ,圧 倒 的 な 市 場 支 配 力 を 持 つ ア メ リカ の 巨大 デ ー タ ベ ー スが,日 本 の 市 場,価 格

形 成 に大 きな影 響 を 与 えて お り,こ れ の もた らす 弊 害 は排 除 しな け れ ば な らな い。 この た

め,国 際 的 に も国 内 的 に も日本 は完 全 な オ ー プ ン ・マ ー ケ ッ トで あ る と い う認 識 を徹 底 さ

せ,公 正 競 争 を確 保 す る こ とが 急 務 で あ り,輸 入 販 売 領 域 に つ い て は 民 業 で の 自 由競 争 に

委 ね るべ きで あ ろ う。

ま た,発 展 途 上 国 へ の 協 力 は,そ れ ぞ れ の国 の 実 情 に合 った シ ス テ ムの 導 入 を忘 れ て は

な らな い。 技 術 協 力 の 名 の もと に ハ ー ド関連 だ け を販 売 す る よ うな こ と は厳 に い ま しめ,

統 計 調 査 や情 報 整 備 に関 す る制 度 ・習慣 の確 立 な ど基 本 的,体 系 的 な 技 術 協 力 の 必 要 性 に

つ いて 理 解 を深 め て い くこ とが 肝 心 とい え よ う。

〔国 際 回線 料 金 比 較 表1回 線 当 り月 額,61/10時 点 〕

回 線 名 使 用 速 度 発側料金{A) 着側料金(B) (A)/(B) 円 換 算 レート(61/10時 点)

東 京 一香 港
KBPS

14.4
千円989 千円564

1.8 20

東 京 一シンガポール 14.4 989 661 1.5 72

東 京 一 ロ ン ド ン 56 3326 1,413 2.4 226

東 京 一 ベ ル ン 14.4 L289 881 1.5 96

東 京 一 ニュー ヨーク 9.6・ 989 677 1.5 155

〔共 ベ ン ダ ー会 社 の 実 例 〕
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国際通信料金 の比較(音 声級専用線61年10月 現在)

為替相場

換算時点 61.10.6 61.2～7平 均

対 地

韓 国 104 122

台 湾 103 117

香 港 53 61

シ ン ガ ポ ー ル 72 82

フ ィ リ ピ ン 106 121

マ レ ー シ ア 99 117

タ イ 115 130

米 国 77 86

カ ナ ダ 75 85

オ ー ス トラ リ ア 67 84

英 国 47 55

フ ラ ン ス 44 46

ス イ ス 72 93

ド イ ツ 68 96

イ タ リ ア 101 110

オ ラ ン ダ 104 104

ブ ラ ジ ル 89 75

南 ア フ リ カ 103 45

(注)・ 日本側 料金=100の 場 合 の 相 手 国 側 料 金 の 指数

・国 内 回 線 部 分 の 料 金 は含 ま な い

・相 手 国 側 料 金 の 円換 算 に 当 た って は ,そ れ ぞ れ の 時点

に お け る為 替 相 場 に基 づ い た

〔出 所;郵 政 省 〕
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参考資料

国 際 的 視 点 で み た 情 報 の 公 正 競 争 と我 が 国 の 対 応 に つ い て

一1986年DPC欧 米 データベース視察団 報告よ り 一

(財)デ ータベース振興 セ ンター(DPC)は 本年10月 ～11月 にかけて,海 外 データベース視察

団 を派遣 し,海 外各 国,各 機関 との意見交換 によ って,以 下 の点 が確認 された。我が国 と して も,

現状 に照 らして,早 急 な改善 を図 るべ きであろ う。

1.情 報の偏在,独 占は公正競争 の原理 に反 する

米国CASのSTNに は,西 独 および我が国の公 的機関 が参 画 して,情 報分野の 中で最 もニ ーズ

の高 い化学情報 の国際 的独 占網 とな っている。

西独FIZ4代 表団 は1985年 にDPCを 訪 れ,日 本 もSTNに 参加す るよ う要 請 して きたが,

DPCと しては国 内の コンセ ンサスを得 る必要 がある と回答 した経験があ る。欧州 にお いては,フ

ランスをは じめ と して,情 報 の独 占および米国の 巨大 データベ ースによるイ ンパ ク トの恐れか ら,

西 独のSTN参 加 に根強 い不満 があ る。

我 が国 において も,国 内 コンセ ンサスの無 いままSTNへ の参加が決定 され た。 国 際情 報の公

正 な流通 が叫ばれて いる今 日,情 報 独占につながる可能性へ の同調は,情 報の公正競 争及 び国際

情報流通 秩序 の原則か らみて再考 され るべ きで あろ う。

2.公 的情報 の民 間 による流通 は国 際的潮流

米国 には 「国 民の税金 で得 られた成果 は国民 に還元 すべ き」 との哲学が あり,民 間 に対す る公

的情報 のマ シ ンリーダ ブルな形 での公開 ・流通 は当然 の ことと して確立 して い る。 これが市場原

理 に基 づ く民 間の競争 を生 み,米 国 におけるデータベースの隆盛の一大要因 とな って いる。

ECに おいて も,公 的情報 の活用を促進 す るためのガ イ ドライ ンが検討 され てい る。 この 中で,

公 的情報 の流通 は民間 に委 ね,よ り一層 の活用 と多様 な民間ニ ーズへの対応が考 慮 されて いる。

一方 ,我 が国 においては,民 間の根 強い要求 に もかかわ らず,公 的情報の公 開 ・流通 は著 し く

立 遅れてい る。 データベ ース産業振 興のために,公 的情 報の 自由化 を早急 に実 現すべ きであ る。

3.官 民役 割分担 と民間 活力がデ ータベ ース発展 のキ ーポイ ン ト

米国 においては,70年 代 初期～中期 にかけて,政 府によ る助成や国家 プ ロジェク トの成果 の

民 間転 用 によ って データベース ・サー ビスがテ イクオ フ した。 その後 は民間活 力 に委ね られ,市

場原理 によ る競 争の下 でデ ータベ ースが産業 と して形成 された。

欧州 では,依 然 と して政府主導の フラ ンスおよび西独に比較 し,民 間活力 を生 か して いるイギ

リスが市場規模 ・海外 進出両 面で成 功 している。

我 が国 において も,官 は何 をすべ きか,公 的機 関は どうあ るべ きか を熟慮す ると共 に,官 民役

割分担 を明確 に し,市 場 原理 によ る民間活力を生 かす道 を実現す ることが,デ ー タベ ース振興 に

不可欠 となろ う。
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6.産 業 別 デ ー タベ ー ス の 整 備

〔現 状 と課 題 〕

企 業 が そ れ ぞ れ 独 自に 企 業 戦 略 上 必 要 な デ ー タ ベ ー ス を 整備 し,社 内 的 に活 用 す る ケ ー

ス が 急 増 して お り,そ の 重 要 性 に対 す る認 識 も深 ま って き た。 しか し,業 界 一 体 とな った

産 業別 デ ー タ ベ ー スの 構 築 ・活 用 と な る と極 め て立 遅 れ て い るの が現 状 で あ る。 そ の た め,

業 界 内 の 基 礎 的 な共 通情 報 へ の 重 複 投 資 が 目立 ち,さ らに は,本 来,各 産 業 の活 性 化 に結

び つ くべ き情 報 化 の 威 力 を 十 分 に発 揮 して い な い結 果 とな って い る。

こ う した 中 で,一 歩 進 ん で い る の が 鉄 鋼 業 界 で あ る。SIS(鉄 鋼 情 報 シス テ ム)構 想,

鉄 鋼 流通 デ ー タベ ー ス構想 な ど,他 産 業 に先 駆 け て デ ー タの蓄 積,コ ン ピ ュー タ処 理 を図

って きた実 績 が あ り,こ れ らを生 か して,生 産,流 通,技 術 が一 体 とな っ た本 格 的 「鉄 鋼

デ ー タベ ー ス」(別 図 参 照)の 確 立 を め ざ して い る。 産 業 別 情 報 拠 点 づ く りの ケ ー ス ス タ

デ ィ と して 全産 業 の モ デル ケ ー ス とな る よ うな デ ー タベ ー ス構 築 が期 待 さ れ て い る。

この ほか,印 刷 出版 業,石 油 化 学 工 業,横 割 り組 織 と して の エ ンジ ニ ア リン グな どで共

通 デ ー タベ ー ス構 築 機 運 が 盛 り上 って き た。 ま た,通 産 省 で は,各 業 種 ご とに デ ー タベ ー

ス 整 備 を促 進 す る よ うに働 きか け て お り,現 在 ま で に鉄 鋼 関係 と中 古 自動 車 販 売 業 界 で,

電 算 機 の連 携 利 用 に関 す る指 針 が 出 され て い る。 た だ,業 界 デ ー タベ ー ス の構 築 に は,多

大 な コ ス トと人 手,デ ー タ収 集 の 困 難 さが 伴 うだ け に,業 界 内 の コ ンセ ンサ ス 作 りな ど難

題 が 山 積 して い る こ とは否 め な い。

〔産 業 別 デ ータ ベ ース 整 備 機 運 の 醸 成 を 〕

知 識 集 約 型 産 業 形 態 へ の 移 行 に伴 い,各 産 業 の 情 報 化 が 不 可 欠 と な って き た現 在,産 業

界 各 分 野,各 省 庁等 に存 在 す る 各 種 統 計 デ ー タ を産 業 分 野 別 に整 備 す る必 要 性 は非 常 に高

い。 各 産 業 界 が,そ れ ぞ れ得 意 とす る分 野 で の 各 種 情 報,ノ ウハ ウの 蓄 積 に努 力 し,そ の

デ ー タ の相 互 利 用 体制 を 推 進 し,効 果 的 な デ ー タ ベ ー スの 構 築,高 度 利 用 の 機 運 を高 め て

い く こ とは急 務 で,ま ず 各 産 業 で の 構 築 指 針 作 りを促 進 す べ きで あ る。 共 通 デ ータ ベ ー ス

の 利 用 は,重 複 投 資 を 避 け,各 企業 の 省 力 化,合 理 化 に寄 与 す る と 共 に,新 市 場 の 開拓,

商 圏 の拡 大 な どに も役立 つ で あ ろ う。

産 業 別 デ ー タ ベ ー スの 整 備 は民 間 独 自 の努 力 で 成 され るべ きで あ るが,内 外 デ ー タの 収

集 の 困 難 さ,技 術 的 ・資 金 的 な 問題 を 残 して い る ため,行 政 指 導,公 的 デ ー タ使 用 の 便 宜

供 与,資 金 補 助 な ど施 策 的 なバ ッ ク ア ップ も検 討 して い く必 要 が あ る。

L
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■

〔産 業 別 デ ータ ベ ー ス 間 の ネ ッ トワ ー ク形 成 も 〕

将 来 に お い て は,関 連 産 業 間 を中 心 に産 業 別 デ ー タ ベ ース の 相互 利 用 が で き る よ うネ ッ

トワー ク化 を 推 進 し,互 い に重 複 の な い効 率 的 な 高度 運 用 を 図 るべ きで あ る。

こ の た め,ビ ジネ ス ・プ ロ トコルの 不 統 一 に よ る ネ ッ トワ ー ク形 成 の 困 難 さ な ど,技 術

的 課 題 に も配 慮 が 必 要 とな ろ う。
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